
６秩父市

２２年国調 ２２年国調世帯数

１７年国調

増 減 率 １７年国調世帯数

決算額 構成比 構成比

8,832,408 29.3 52.5
218,255 0.7 1.3
10,942 0.0 0.1
49,607 0.2 0.3
30,385 0.1 0.2

712,130 2.4 4.4
53,718 0.2 0.3

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
42,427 0.1 0.3
32,061 0.1 0.2

7,651,554 25.4 40.0
うち普通交付税 6,497,015 21.6 40.0 財 調

うち特別交付税 1,152,249 3.8 0.0 減 債

うち震災復興特別交付税 2,290 0.0 0.0 特 定 目 的

17,633,487 58.5 99.6 合 計

7,910 0.0 0.0
176,685 0.6 0.0
427,141 1.4 0.1
157,949 0.5 0.0

3,344,091 11.1 0.0
0 0.0 0.0

2,100,296 7.0 0.0
199,112 0.7 0.2
50,770 0.2 0.0

597,616 2.0 0.0 現

1,769,773 5.9 0.0
523,619 1.7 0.0 年

3,155,579 10.5 0.0
1,326,479 4.4 0.0 計

0 0.0 0.0
30,144,028 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比

4,312,415 15.4
う ち 職 員 給 2,744,945 9.8

5,245,094 18.8
2,746,186 9.8

内 元 利 償 還 金 2,746,186 9.8
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

12,303,695 44.0
3,773,147 13.5

127,494 0.5
3,541,738 12.7
1,439,555 5.2
3,033,514 10.9
1,102,717 3.9

224,078 0.8
0 0.0

3,829,445 13.7
う ち 人 件 費 234,034 0.8 千円

普 通 建 設 事 業 費 3,788,233 13.6
うち　補　　　　助 1,818,494 6.5 ％

　うち  単　　　　独 1,951,943 7.0 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 41,212 0.1 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 病院

千円 その他

27,935,828 100.0
一　般　職　員　等（Ｈ２７・４・１現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 平成２６年度 471 　　退職手当支給事務 ○
30,144,028 21 　　事務機械共同施設 ○
27,935,828 15 　　そ　の　他  
2,208,200 0

181,412 0 民　　　生
2,026,788 486 　　老人福祉施設  

524,050 　　そ　の　他
422,174 特　別　職　等（Ｈ２７・４・１現在）  

0 衛　　　生
419,700 　　伝　染　病
526,524 　　じんかい処理  

1 21 7 1 　　し 尿 処 理  
○ 1 21 7 1 　　火　葬　場  
○ 1 27 4 1 　　そ　の　他 ○
○ 1 26 4 1  

　　　　　　特定農山村 ○ 1 26 4 1 土　　　木  
 20 26 4 1 　　そ　の　他

※「性質別歳出の状況」の欄の「普通建設事業費」の「うち補助」には受託事業費の補助事業費が、「うち単独」には同級他団体施行事業費負担金、受託事業費の単独事業費
がそれぞれ含まれています。
※個人情報保護の観点から、「一般職員等」において対象となる職員数が１人又は２人の場合は、「給料月額」「１人当たり平均給料月額」を「*」としています。

市町村類型 Ⅱ－２ うち日本人 (66,385人)

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 3,430

　　　　　　山村振興
　　　　　　過　　　疎 教 育 長

 
3,610

区　　　分 定数

4,120

副 市 町 村 長 6,741 ○ 　　老人保健医療事業

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長

　　国民健康保険事業

　　介護保険事業

議 会 副 議 長 　　交通災害共済事業

6,930 ○ 　　後期高齢者医療

１人当たり平均給料

実 質 単 年 度 収 支 372,864 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 4,400  

実 質 収 支

積 立 金 取 崩 し 額 312,632 (報酬)月額(百円)  事業会計
繰 上 償 還 金 0

適用開始年月日

単 年 度 収 支 403,108 ○
積 立 金 282,388 そ  の  他

1,502,738 合 計 1,576,418 3,244  
教　　　育
　　そ　の　他

翌年度に繰越すべき財源 267,035 臨 時 職 員 0 0
歳 入 歳 出 差 引 1,769,773 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 27,554,428 教 育 公 務 員 51,320 3,421 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 29,324,201 うち技能労務員 67,683 3,223  

消　　　防
平成２５年度 一 般 職 員 1,525,098 3,238 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

272
歳 出 合 計 19,341,825 合 計 3,602,194

（臨財債・減収補てん債除く）

0 歳 入 一 般 財 源 等 278,490 国 庫 支 出 金

21,550,025 365,737 保 険 給 付 費

加 入 世 帯 数

723,225 91.5 0

会
計
の
状
況

実 質 収 支 190,710

2,197
101

被 保 険 者 数 19,035

479,463 保険税(料)収入額 70

14,853,885
経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療 757,332

再 差 引 収 支234,034 -383,323
10,850

100.0 3,788,233 19,341,825

国
民
健
康
保
険
事
業

111,995 84.6

投 資 的 経 費 854,637 経常経費充当一般財源等計
公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 801,636

内
　
　
訳

852,440
介護保険 919,536

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 27,935,828

0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 142,578 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0

0 2,702,099
積 立 金 1,020,000 0 0.0 諸 支 出 金 0 0.0 0

0.1 0 2,197
繰 出 金 2,823,496 1,936,815 11.0 公 債 費 2,746,186 9.8

うち一部事務組合負担金 1,430,515 1,375,142 7.8 災 害 復 旧 費 41,212

1,115,034
補 助 費 等 2,893,859 2,252,747 12.8 教 育 費 3,301,821 11.8 1,265,607 2,083,716

1,545,308 1,368,567
維 持 補 修 費 116,771 116,771 0.7 消 防 費 1,158,491 4.1 75,094

2.3 110,713 497,448
物 件 費 3,083,528 2,312,626 13.2 土 木 費 2,764,300 9.9

（義務的経費計） 8,406,956 8,234,926 46.9 商 工 費 630,504

26,779
0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 1,078,010 3.9 237,640 442,314

7.2 14,553 1,806,675
2,702,099 2,702,099 15.4 労 働 費 100,866 0.4 0

公 債 費 2,702,099 2,702,099 15.4 衛 生 費 2,006,448

3,748,547
扶 助 費 1,753,301 1,718,100 9.8 民 生 費 9,477,874 33.9 156,181 5,313,089

0.8 0 235,360
2,478,610 － － 総 務 費 4,394,741 15.7 383,137

決算額A 構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

人 件 費 3,951,556 3,814,727 21.7 議 会 費 235,375

純 固 定 資 産 税 92.3
歳 入 合 計 16,235,561

性　質　別　歳　出　の　状　況
区          分 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区          分

うち減収補てん債特例分 0 合 計 8,832,408 100.0 56,532

合 計 92.6
うち臨時財政対策債 0 市 町 村 民 税 92.9

地 方 債 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0

市 町 村 民 税 98.6
諸 収 入 5,647 法 定 外 目 的 税 0 0.0 0 純 固 定 資 産 税 98.1

繰 越 金 0 都 市 計 画 税 313,904 3.6 0

0
繰 入 金 0 事 業 所 税 0 0.0 0

徴
収
率

合 計 98.3

収 益 事 業 収 入 0
寄 附 金 0

内
訳

入 湯 税 13,816 0.2 0 土 地 開 発 基 金 現 在 高

財 産 収 入 37,853 目 的 税 327,720 3.7 0

実 質 的 な も の 0
県 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0 合 計 1,006,243

国 有 提 供 交 付 金 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 0
国 庫 支 出 金 0 （法定普通税計） 8,504,688 96.3 56,532 そ の 他 1,006,243

(

支
出
予
定
額

)

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入 0
手 数 料 0 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

使 用 料 19,107 鉱 産 税 4,435 0.1 742

地 方 債 現 在 高 31,155,187
分 担 金 ・ 負 担 金 0 市 町 村 た ば こ 税 414,441 4.7 0 うち財政融資・旧郵政公社資金 14,479,604

交通安全対策特別交付金 7,910 軽 自 動 車 税 166,929 1.9 0

8,877,108
（一般財源計） 16,165,044 うち純固定資産税 4,645,088 52.6 0 12,869,328

1,813,561
0 法 人 税 割 358,506 4.1 55,790 2,178,659

6,497,015 法 人 均 等 割 165,484 1.9 0

積 立 金
現 在 高0 固 定 資 産 税 4,715,661 53.4 0

連 結 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 交 付 税 6,497,015 所 得 割 2,570,788 29.1 0 将 来 負 担 比 率 46.5

超過課税分 実 質 赤 字 比 率 -
地 方 特 例 交 付 金 32,061 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 108,444 1.2 0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 4.3
軽油・自動車取得税交付金 42,427 区          分 徴収済額 構成比

経 常 一 般 財 源 等 比 率 93.8
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 53,718 公 債 費 負 担 比 率 12.5

地 方 消 費 税 交 付 金 712,130 62.6％ 61.3％

財 政 力 指 数 ２ ４ ～ ２ ６ 0.60
株式等譲渡所得割交付金 30,385 第 ３ 次 18,912人 20,106人 実 質 収 支 比 率 11.7

配 当 割 交 付 金 49,607 32.8％ 34.8％

標 準 税 収 入 額 9,477,577
利 子 割 交 付 金 10,942 第 ２ 次 9,916人 11,418人 30,671人 標 準 財 政 規 模 17,301,071

地 方 譲 与 税 218,255 3.0％ 3.6％ １７年国調

基 準 財 政 収 入 額 7,352,171
地 方 税 8,518,504 第 １ 次 903人 1,180人 28,909人 基 準 財 政 需 要 額 12,305,458

区          分 経常一般財源等 区   分 ２２年国調 １７年国調 ２２年国調

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

-1.3％
うち日本人 (-1.3％)

Ⅰ－３

577.83
市町村名 秩父市 -5.1％ 26.1.1 66,942人 人口密度（人/ｋ㎡）

台
帳
人
口

27.1.1

増減率

66,073人

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 6 70,563人 うち日本人 (65,549人)

24,365世帯

24,146世帯

116

平成２６年度
地方公共団体コード 112071

人
口

66,955人

住
民
基
本

決算状況
地方交付税種地


